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▽令和６年度全視連 ｢視聴覚教育功労者｣５名が決定 
 

各都道府県・指定都市教育委員会および各加

盟団体の推薦により、令和６年度第 2７回全国

視聴覚教育連盟｢視聴覚教育功労者｣が、７月２

３日回答期限の文書選考委員会による審議の

結果、地域の社会教育等における視聴覚教育の

推進に功績のあった５名の方々に決定しまし

た。 

本表彰は平成 10 年度に開始され、本年度で 

     

2７回目を数え、今回の５名の決定により総数

347 名の方々が授与されたことになります。 

なお、表彰式は例年「視聴覚教育総合全国大

会・放送教育研究会全国大会」にて執り行って

いますが、令和６年 11 月９日に開催の同大会

はオンライン開催となったため表彰式は執り

行わないこととなりました（全国大会の全体会

で各団体の功労者を発表します）。 

 

■山形県・折原由美子（おりはら ゆみこ） 

昭和４７年、公立小学校に奉職。平成１２年

から現在まで２４年間にわたり自作した紙芝

居を視聴覚教材として積極的に活用し、幼稚園

や学校、高齢者施設等で上演するなどの社会教

育活動を行ってきた。その作品は、郷土の歴

史・文化をテーマにしたものが多く、地域での

丁寧な取材により的確に構成された作品は、全

国自作視聴覚教材コンクールにおいても高い

評価を受けている。平成２９年からは「山形紙

芝居研究会」を設立して代表を務め、山形県立

図書館「紙芝居の広場」等での実演による視聴
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覚教材の活用により子供たちや住民の学びを

深め、郷土愛の醸成に寄与している。 

 

■茨城県・益子直之（ましこ なおゆき） 

平成２６年４月から４年間大子町教育委員

会指導主事として勤務し、町のＩＣＴ活用の充

実や施設・備品の改善に尽力した。平成３０年

から６年間は、茨城県視聴覚教育振興会役員・

茨城県視聴覚教育ボランティア委員として入

会し、各種研修会の運営に携わり、学校教育及

び社会教育の指導者育成に尽力した。また、毎

年、自作教材発表会を企画運営し、児童生徒や

教員、その他地域で活躍する人たちの情報共有

やレベルアップに貢献した。茨城県視聴覚教育

ボランティア委員として、県生涯学習課企画の

映画、放送、ビデオ、コンピューター、デジタ

ル写真等の活用に係る研修会での指導・助言等

にボランティアとして協力している。 

 

■群馬県・山口 廣（やまぐち ひろし） 

昭和５６年に公立学校教員として奉職、すぐ

に１６ミリ映写操作技術の認定を受け、学校で

１６ミリ映画などを上映するなど、技術を生か

した教育活動を行った。生涯学習センターでは

展示物を視聴覚機材を活用した体験型科学展

示にし、県民に視聴覚の有効性を紹介した。ま

た、同センターの Web ページを開設し公開す

ることで、生涯学習センターの取組やイベント

の開催について広く県民に伝えることに貢献

した。平成１４年から８年間、群馬県公立学

校・教頭在任中は情報教育部会副部会長として、

情報教育の普及に努めるとともに、村民パソコ

ン講座の講師として、デジタルカメラを使った

プレゼンテーションづくりを指導し、村民の情

報技術向上に貢献した。 

 

■岐阜県・佐藤光司（さとう こうじ） 

昭和４３年に国鉄中津川駅に就職し、入社後

先輩から社会教育を指導され１６ミリ映写機

の取り扱いをはじめ、写真撮影・スライド等を

趣味にしていた。平成３年に中津川市議会議員

選挙に当選（２期目）したことを機会に「中津

川視聴覚クラブ」に入会して以降、現在まで３

３年間にわたり、福祉関係の施設や子供会活動

にも参加し、夏休みの「子供映画会」などに協

力するなど、精力的に活動して、現在は会長と

して活動している。その間、クラブの仲間と共

に、福祉施設・老人ホーム他でボランティア活

動などを行ってきた。平成１９年２月、岐阜県

教育委員会教育長表彰を受賞。 

 

■愛知県・谷 知令（たに とものり） 

昭和５８年、一宮市内で教育映画などの製

作・配給を行っていた中部日本教映株式会社に

就職。以来４１年間、同社にて教育映画の配

給・販売に取り組み、交通安全や防災用のＶＨ

Ｓ・ＤＶＤの普及にも力を入れ、近年は上映用

のＤＶＤ・ブルーレイの販売にも注力している。

出張映写も行っており、市民会館での映画上映

も請け負ってきた。また、個人として１６ミリ

フィルムの技術者組織「一宮市ＡＶ技術者の

会」に所属し、会員として、公民館での巡回映

画会や子ども会・老人会等の依頼を受けた上映

会を実施するなど、公私ともに地域の視聴覚教

育の普及・発展に大いに貢献している。平成７

年には同社の代表取締役に就任。 

                                             

▽令和６年度 全視連調査研究について 
 

今年度の調査研究についてのテーマは、「オ

ンラインネットワークを利用した 16ミリ活用

策提言にむけた調査研究」（新規）とし、担当

専門委員を割り当てて実施することとなりま

した。 

 

１．ねらい 

令和 5 年度のオンライン交流会において、各

視聴覚センター・ライブラリーが 16ミリフィ

ルムの利活用に様々な課題を抱えていること
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が話し合われた。これを受けて、オンラインネ

ットワークを活用した解決策の検討と提案を

行う。 

＊調査研究のためのオンラインセミナーを視

聴覚教育総合全国大会において実施する。 

 

２．調査研究の柱立て 

①16 ミリフィルムの活用状況 

（1）令和5年度ライブラリー一覧の結果から、

16 ミリフィルムの貸し出し状況、映写機の

保有状況、貸出状況を分析する（各専門委員

の分析をまとめる）。 

（2）活用している施設の事例分析（4 か所、

各専門委員 1 か所を分担、県と市各 2か所） 

〇事例分析施設 

・埼玉県視聴覚ライブラリー 

担当：塩野谷委員（春日部市教育委員会視聴

覚センター） 

・かごしま県民大学中央センター 

担当：村上委員長（全国視聴覚教育連盟） 

・宇都宮市立視聴覚ライブラリー 

担当：神委員（岩手県教育委員会事務局盛岡

教育事務所） 

・川崎市視聴覚センター 

 担当：大塚委員（千葉県総合教育センター） 

②16 ミリ映写機の延命策の検討 

（1）16 ミリ映写機を保有している施設を対

象にアンケートを行い、どのような取り組み

をしているかを明らかにする（アンケートの

作成と分析を専門委員で協力して行う）。 

（2）実際に取り組まれている内容を踏まえて、

これから取り組むべき延命策を検討する 

③16 ミリ映写機メンテナンスのためのネット

ワークづくりの検討。 

（1）延命策の検討の一つとして、部品の相互

提供などのネットワークづくりの検討を行

う。 

（2）ネットワークづくりの検討の一つとして

全国大会でのセミナーのまとめを掲載する。 

（3）ネットワークづくりの試案を提示して実

現可能性を探る。 

 
                                             

▽令和６年度 全国公立視聴覚センター連絡協議会総会について 

 

例年、全国大会開催の折に実施している同

総会は、大会が本年の 11 月９日(土)に開催

ということと、大会自体がオンラインで行わ

れるため、文書により実施いたしました。 

各加盟センター所長宛に文書を７月９日付

けで発送し、７月 22 日を期限として議案承

認書をご回答いただき、全議案について承認

をいただきまいした。また新役員についても

下記のように承認いただきました。 

 

＜議案＞ 

第１号議案 令和５年度事業報告書（案）・収

支決算報告書（案） 

第２号議案 令和６年度事業計画書（案）・収

支予算書（案） 

第３号議案 役員選任（案） 

 

＜令和６年度 全国公立視聴覚センター連絡

協議会役員＞ 

幹事長  村上 長彦 氏（全国視聴覚教育連

盟専門委員長） 

副幹事長 白戸 明子 氏（青森県総合社会教

育センター所長） 

常任幹事 若月 隆雄氏（新潟県立生涯学習推

進センター次長） 

常任幹事 酒井 誠一氏（千葉県総合教育セン

ター所長） 

監  事 中里 恭一 氏（山形県北村山視聴

覚教育センター所長） 

監  事 小幡  拓 氏（仙台市教育局生涯

学習課課長） 

（アンダーラインの方々は新任） 
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▽令和５年度の廃棄・移管届けの提出総数の内訳について 
 

平成 23（2011）年度より、視聴覚ライ

ブラリー所有の視聴覚教材を廃棄や移管する

場合に権利者団体に通知することとなり、昨

年度で 13 年目を迎えました。  

昨年度１年間に 17 の視聴覚センター・ラ

イブラリーより廃棄・移管届けが当連盟に提

出され、その内訳は次の通りです。 

 

＜廃棄届け＞ 

・16 ミリ 1,126本 

・ビデオ／DVD 3,849 本 

 

＜移管届け＞ 

・16 ミリ 15本 

・ビデオ／DVD 486本 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度 廃棄・移管届け提出数 

2011 年～2023 年度までの廃棄・移管届けの総数 
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▽えすけーぷ 

 

 マグネティック・テープ・アラートという

言葉をご存じでしょうか。ユネスコ（国連教

育科学文化機関）が 2019 年に発表した磁気

テープに関する警告のことになります。 

 これは、2025 年までに磁気テープをデジ

タルファイル化しなければ、永遠にデータが

失われかねない、という警告です。2025年

のある日になると突然磁気テープのデータが

消えるという訳ではありませんし、なぜ

2025 年なのかという疑問は残りますが、理

由としては以下のようなことが挙げられてい

るようです。 

 １ 磁気テープや再生機器の生産や保守サ

ービスが終了、２ テープや再生機器の劣化

が進み再生が困難になる、３ 磁気テープや

再生機器の技術者が高齢化してノウハウの継

承が難しい、など。 

 元々、磁気テープに記録された情報の寿命

は「15 年～20 年」あるいは「20 年から

30 年」とも言われていたり、湿気が原因で

ビデオテープにカビが発生したり長年にわた

り保存されたテープは、歪みや磁気転写など

で劣化するという問題があります。保存にあ

たっては、密閉、巻き戻し、立てた状態での

保存や長期間放置していると磁気転写がおこ

りノイズが入る場合があるため、年に1度は、

早送り・巻き戻しが必要ともいわれています。 

 VHS 方式のビデオデッキを国内企業で唯

一生産継続していた船井電機が 2016 年 7

月末で生産を終了していますので、再生機器

の寿命も深刻な問題です。 

 磁気テープが痛む前に、再生機器が使用で

きるうちにデジタル化するということが残さ

れた道となるということをマグネティック・

テープ・アラートでは警告していますが、視

聴覚ライブラリーで所蔵する VHS テープの

大半は市販のパッケージで、視聴覚ライブラ

リーの判断でデジタル化することはできませ

ん。 

 全視連として視聴覚ライブラリーのビデオ

テープの購入に関して（社）映像文化製作者

連盟や（社）日本映像ソフト協会、（社）日本

映画製作者連盟と覚書や協定を結んできまし

たが、製作元や販売元でのデジタル化が進ん

でいるという話は聞こえてきませんので、視

聴覚ライブラリーでのデジタル化に関しての

協議を進めることが求められるのではないで

しょうか。 

 また、各視聴覚ライブラリーでは、自作の

ビデオ教材がある場合は。早急にデジタル化

に取り組むことが必要になるのではないでし

ょうか。 

 特に自作教材は、他のどこにもない映像記

録です。映像記録をアーカイヴするという働

きを視聴覚ライブラリーの大きな役割として

取り組んでいただければと期待しています。

（Ｔ．Ｍ） 

 

 
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－  
全国視聴覚教育連盟  
〒105-0001 東京都港区虎ノ門 3-10-11 虎ノ門 PF ビル  
TEL：03-3431-2186／Fax：03-3431-2192 
HP：http://www.zenshi.jp/ 
Mail： info@zenshi .jp 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－  
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